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≪博士論文要旨および審査報告≫
学位請求論文
孟　勇｢日本企業の組織行動研究
-企業成長の組織的課題-｣
Ⅰ　論文要旨
孟　　勇
基本的視点
バブル経済の崩壊後,日本企業の多くは長期の低迷に陥っている｡その理由と
して,マクロの経済成長の低下や国内市場の成熟,技術の急激な変化やアジアの
新興工業国との厳しい価格競争,などがあげられる｡
しかし,同じ経済状況においても,トヨタ自動車を代表とした少なからざる企
業は史上最高の売上高と営業利益を収めている｡この意味で, 90年代を通じた日
本企業の低迷は,正確には,成長企業群と停滞企業群との二極分化というべきで
ある｡このことに注目するなら,市場の成熟や成長率の低下や技術の変化などの
要因をもって,単純に日本企業の低迷や成長の鈍化を説明することはできない｡
同じく,マクロ経済状況の改善も必ずしもすべての企業の成長にプラスに作用す
るわけではない｡問われているのは,環境の変化に直面して,企業の持続的成長
の原動力をいかに構築するのかという,企業組織そのもののあり方にかかわる問
題であるといえよう｡
企業成長は2つの要因によって大きく影響されると考えることができる｡ 1つ
は,企業組織内部の要因であり,つまり企業を構成する制度とこれら制度がどの
ように機能するのかにかかわる｡もう1つは,企業の外部環境要因であり,つま
り企業が直面する市場と技術の状態がどのように変化するのかにかかわる｡
市場や技術の要因が重要であることは言うまでもない｡しかしその下で,個々
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の企業の成果は必ずしも同じではない｡それぞれの企業が効率的な組織構築に成
功したか,あるいは組織が万全に機能したかどうかによって,企業の成長には大
きな格差が発生することになる｡この意味で,企業にとっては成長のためにどの
ような制度を構築するのかが最重要の課題となる｡
ここには2つの問題がある｡ 1つは,構築した制度の下で従業員が適切に判断
し,行動するのかどうかによって,制度がうまく機能する場合もあれば,機能し
ない場合もある｡つまり制度の運営にかかわる従業員能力の問題である｡もう1
つは,構築した制度に対してその改善や再設計ができるかどうかによって,制度
が生み出す実際の成果は異なってくる｡つまり制度の設計にかかわる経営者能力
の問題である｡
このように企業成長の課題は,市場と技術の環境の変化とともに,それに対処
する新たな制度や組織を構築する人間の能力,とりわけ組織の戦略の策定と実施
における経営能力,組織の効率的運営に貢献する従業員能力をいかに高めるのに
かかっている｡このような人間能力の形成と発揮は一面では制度に制約されると
同時に,他面では制度の変革の原動力となる｡
以上の観点から,本論文はペンローズの企業成長の理論に基づいて組織内部の
制度と人間能力が企業成長とどのように関係しているのかを論考していく｡とり
わけ企業の競争戦略の観点から,企業成長にかかわる企業者,経営者,従業員の
能力を明らかにし,企業者と企業の戦略との関係,経営者と経営制度との関わり,
従業員と組織の効率性との関係が,企業成長に及ぼす影響を明らかにする｡
論文構成と主要内容
論文は序章と終章を除き, 7章構成となっており概要は以下の通りである｡
第1章では,第二次大戦後に創設したホンダとソニーをとりあげ,それぞれの
企業が経営資源の蓄積と経営資源の利用,そして組織の変化を通してどのように
成長市場に参入し,あるいは新たな成長市場を創出することに成功したのかを検
討する｡
企業成長の要因は環境要因と組織要因に分けて考えることができる｡環境要因
は,製品市場の成長性をはじめとして,要素市場の状態や技術の条件などをさす｡
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他方,組織要因は,企業内部の技術革新や組織革新をさす｡そしてそのために関
連する経営資源をどのように開発し獲得するのかに関わるといえる｡
ホンダは国内では後発の自動車企業として出発し,その後に成長軌道にのり今
日のような巨大企業となった｡同社は企業内部での研究開発･生産能力の蓄積を
通じて,運動系エンジンを装着する自動車(スポーツカー)という製品を創出し,
自動車企業としての幅広い支持を獲得した｡
しかしホンダの成長は,必ずしも国内の自動車市場の成長という恵まれた環境
が与えられたことによるものではなかった｡アメリカ市場に進出しアメリカ市場
に経営資源を集中するという方式を選択したことによるものであった｡このよう
にホンダは国際的な枠組みの中で現実の市場への適応からさまざまな経営資源を
蓄積することによって独特な製品を形成し,さらにこうした製品を活用して成熟
市場に進出するという極めてユニークな戦略行動によって企業成長を実現し,今
日のような国際企業まで成長した｡
これに対してソニーは,小さな地場企業として事業を始め外部技術の利用とと
もに,企業内部での研究開発を通じて新製品による新市場を創出し,また成長市
場との結合によって国内市場から海外市場への拡張を追求して成長を実現してき
た｡ソニーの成長は,製品と技術における｢先へ｣と｢次へ｣の創造的精神をも
ってテレビやAV機器などの新製品の開発を通して新市場を創出したことによる
ものであった｡
現在ソニーは,総合エンタテインメント会社,金融事業,ネットワーク事業な
ど多様な分野に参入し,大きな｢帝国｣を築いている｡しかし,経済のグローバ
ル化に伴って,市場および技術の変化がエレクトロニクス産業の全体を包み込み,
ソニーはこのプロセスで市場の支持を集めることに必ずしも成功せず,かつての
ような成長の勢いがなくなっている｡この意味で,これまでの｢先へ｣と｢次
へ｣の創造的精神の原点に戻って新たな成長戦略を練り直すことはソニーにとっ
て極めて重要な戦略課題となっている｡
以上のホンダとソニーの成長の経路を踏まえて,第2章ではペンローズの企業
理論による企業成長に関する諸概念を整理し,企業成長の本質を検討する(E.T.
ペンローズ, 1954,訳1962.1981)｡
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伝統的なミクロ経済学の企業理論の観点と異なって,ペンローズによると成長
とは｢単に規模を大きくして同じ製品をより多く生産するという問題ではなく,
技術革新,販売技術の変化,生産と経営組織の変化をも含んでいる｣ (ペンロー
ズ, 1954,訳1962, 1981, p.204)とされる｡要するに,規模の量的拡大ではな
く,技術革新と組織革新が生み出す成長こそが,企業成長の本質なのである｡企
業成長は獲得した｢資源｣を企業成長のためのさまざまな活動に貢献するような
｢用役｣へと変換するプロセスのことである｡
企業組織の課題は, ｢潜在的用役の集合｣としての資源から,現実の機能や活
動に即して用役をどのように引き出していかに組織化するかにある｡そのために
企業は組織の内部に｢調整とインセンティブ｣ (ミルグリロム･ロバーツ, 1992,
訳1997)のシステムを確立して組織内部の情報の経路を作る必要がある｡
この企業組織は｢生産者用役｣, ｢経営者用役｣と｢企業者用役｣によって構成
される｡ ｢生産者用役｣は生産の遂行に関わり, ｢企業者用役｣は企業の理念やビ
ジョンおよび中･長期的な戦略の策定に関わり, ｢経営者用役｣は企業者的着想
に対する提案とその執行,および現在の運営の監督などに関わる｡
また,企業成長は資源とその用役が利用される機会の発見,つまり｢生産的機
会｣の発見によって始まる｡このとき, ｢生産的機会｣に関わる促進要因が｢誘
引｣,阻害要因が｢障害｣と呼ばれる｡そして｢誘引｣と｢障害｣は企業組織の
内部と外部の両面から捉えられ,それぞれが｢内的誘引｣と｢外的誘引｣, ｢内的
障害｣と｢外的障害｣と呼ばれる｡さらに資源利用の形態によって,組織内部の
資源を利用することによって実現した成長が｢内的成長｣,市場からの資源の購
入や企業買収や合併などによって実現した成長が｢外的成長｣と呼ばれる｡
以上の概念の下で,第2章の後半では｢内的｣と｢外的｣, ｢誘引｣と｢障害｣
の区別から4つのパターンを想定し,それぞれにおいて企業は異なる成長形態お
よび成長方向を選択することを検討する｡つまり,成長のためには,利用可能な
内的誘引を生み出し,あるいは外的誘引を発見することが必要となる｡と同時に,
市場や技術の変化が生み出す外的障害や,利用可能な資源と用役の限界が生み出
す内的障害を克服する事もまた不可欠となる｡これらの働きは経営者用役,こと
に企業者用役にかかっている｡しかし企業者用役の不足やその能力の低下によっ
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て,外的障害と内的障害の克服は不可能となるならば,その結果は企業の淘汰と
なる｡この意味で企業の存続は経営者用役と企業者用役にかかっている｡それは
企業家の｢企業心｣と経営者の｢経営の能力｣に関わる問題でもある｡
第3章では,企業者用役の戦略の策定いかんが企業成長-どのような影響を与
えるかについて論じる｡成長のための内的誘引と外的誘引の利用,また内的障害
と外的障害の克服において,中･長期的な成長目標およびその目標実現の方法,
つまり戦略が必要となる｡
競争戦略理論は,ポジショニング戦略論と資源戦略論とに分けられる｡ポジシ
ョニング戦略論とは,企業がおかれている市場の競争要因から企業自身を守るた
めの適切なポジションの維持,あるいは自社が有利になるように競争要因を操作
できるようなポジションを業界内部(関連産業の市場)に見出すという理論であ
る(ポーター,訳1999, 2002, pp.33-35)｡ペンローズの企業成長の観点から
は,ポジショニング戦略論は,内的誘引の下でいかに外的障害を避けるか,また
は外的誘引をいかに発見してこれらを競争力にうまく結び付けるかという戦略理
論とみなすことができる｡
一方,資源戦略論とは内部資源の蓄積による独自資源の形成が企業競争上優位
の源泉となると認識する理論である｡同じくペンローズの企業成長の観点からは,
資源戦略論は外的誘引の下でいかに内的障害を克服するか,またはいかに内的誘
引を顕在化させるかというパターンの発見によって企業の競争力に結び付けると
いう戦略理論とみなすことができる｡
たとえば,前述したようにホンダは,ポジショニング戦略論によってアメリカ
市場を選択し,資源戦略論によって運動系(スポーツ車)エンジンを装着した自
動車を｢切り札｣とすることで成長を成し遂げた｡ホンダの事例を通じて,競争
戦略において内的誘引と外的誘引との相性のいい組み合わせを発見することがい
かに重要であるかが明らかとなる｡換言すれば,ポジショニング戦略論と資源戦
略論の補完的な関係によって持続的な企業成長が可能となる,ということが本章
の最も重要な結論となる｡
これに対して, 90年代以降,多くの日本企業の成長の低下は企業競争力の低下
を伴うものとなっている｡もし日本企業が内的誘引と外的障害のパターンに陥っ
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ているのであれば,資源戦略論に基づき,内部資源の蓄積によって競争力の構築
を図ることは困難となっている｡反対に,外的誘引と内的障害のパターンに陥っ
ているのであれば,ポジショニング戦略論に基づき,市場の有利なポジションの
発見だけで競争力の構築を図ることは困難となっている｡
ホンダの成長はこれまで論じた内的･外的と誘引･障害の4つのパターンにお
いて,以下の結果を示唆している｡つまり内的誘引と外的障害のパターンでは,
外的障害を克服するという観点からポジショニング戦略が重要となる｡他方,内
的障害と外的誘引のパターンでは,内的障害を克服するという観点から資源戦略
が重要となる｡そして内的障害と外的障害のパターンでは事業転換を図るという
観点から2つの戦略論がともに必要となる｡
以上のように,第3章では競争戦略論とペンローズの企業成長論を結び付け,
成長のためには異なる戦略が必要であることを検討した｡
第4章では,企業者用役と経営者用役の担い手としての｢経営陣｣がどのよう
な制度の下で企業成長への役割を果たすことができるかを検討し,日本企業のガ
バナンス構造および｢経営陣｣の形成および機能の特徴を考察する｡
近代企業組織の原型は19世紀後半のアメリカ鉄道企業に端を発する(チャンド
ラー, 1977,訳1979)｡その代表的な制度は株式会社制度である｡現代株式会社
制度においては所有と経営の分離の結果として株主がさまざまな企業所有権をも
つことが許容される一方,それぞれの企業経営権は経営者が握るという形態にな
っている｡
株主は自己利益を保護するために企業資産と企業利益の処分において経営者の
悪意性を制御する必要上所有関係の法的権限に基づいて統治機構としての取締役
会を強化し,コーポレート･ガバナンス制度を作り上げてきた｡このような株主
の経営者への制御は発言アプローチと退出アプローチとに基づいている｡
発言アプローチと退出アプローチは,株式の集中度,株主の影響力と交渉力に
制約されて,機能する｡一方コーポレート･ガバナンス制度は機能するために,
取締役会を経由して制御とインセンティブの双方を機能させるための制度を構築
する必要がある｡コーポレート･ガバナンス制度は,すべての国で一様ではなく,
国ごとにそれぞれの企業風土･文化の違いを反映して異なったものとなっている｡
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日本の場合は,ステークホルダーを重視する従業員主権メカニズムをもという特
徴を有している｡
日本企業のコーポレート･ガバナンス制度は株式の相互持合という特徴も有し
ている｡株式の相互持合は企業法人Aが他の企業Bの株主となり,またBがA
の株主となることによって発言と退出の権利を相互に行使することを意味してい
る｡これによって｢経営陣｣の任免はすべて企業の最高権力者(会長あるいは社
長)に委譲されることになり,株主による制御は遮断されることになる｡
メインバンク制の下でのメインバンクは債権者と株主という二重の地位をもつ
ことにより制度的に経営者を制御している｡しかし,現実にはメインバンクは救
済役として事後制御に機能するのが一般的であり,日常の企業経営は株主および
メインバンクからの制御ほうけないものとなる｡むしろ日本のコーポレート･ガ
バナンスに関しては,製品市場の競争を通じて機能するという見解が有力となっ
ている｡
日本のコーポレート･ガバナンスを従業員主権とみなすとき,それは組織編制
と利益の配分において｢ヒトの結合体としてのメインに置きながらもカネの原理
をサブに使うこと｣ (伊丹, 2002, p.130)を意味している｡しかし,従業員に
よる経営者の選出およびチェックのメカニズムが制度化されているかといえばそ
うではない｡この意味で, ｢株主と従業員の末分離｣, ｢株主の分散｣, ｢サイレン
ト化｣, ｢取締役会の内部化｣の下での制度上の欠陥は,今日,従業員主権型の日
本コーポレート･ガバナンスの大きな問題ともなっている｡
第5章では,生産者用役の利用と形成のための組織効率的な｢調整とインセン
ティブの制度｣の構築を検討する｡このとき組織効率性の達成は情報収集と情報
伝達の異なるシステムに依存する｡つまり,組織内部の事業部門間の補完性が強
い場合には情報共有という｢情報同化システム｣が水平的調整に効率的となり,
他方,組織内部の工程技術的結合が強い場合には,集権的ヒエラルキーが垂直的
調整に効率的となる(青木･奥野　2000)｡
日本企業の組織効率性は水平的調整制度の構築,つまり企業組織内部で補完性
の強い｢情報同化システム｣の構築によってもたらされた｡経営者の役割は,こ
のような情報システムの構築によって,組織階層の中のそれぞれの調整機能を有
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効に働かせる点にある｡
また,組織の効率性は調整制度だけでなく,組織のインセンティブ制度のデザ
インなくしては実現できない｡組織のインセンティブの問題は｢人間の要因｣
(ウイリアムソン　訳1980)を企業の組織内部に取り込み,それを組織効率性の
実現につなげる点にある｡このインセンティブの制度あるいはルールの設計は,
機会主義的行動を阻止するための費用を節約することを通じて,組織効率性の実
現につながる｡
この章ではさらに,組織効率性の観点から,単一型組織,事業部制組織,コン
グロマリット組織,中間組織などがどのようにして形成されたのかを歴史的背景
にまで遡って検討する｡アメリカで誕生したO型組織形態は,当初,技術上の
理由つまり｢規模の経済性｣を実現するために,企業内部で未使用資源を利用し
新規事業の拡張に活用されていた｡ U型企業の拡張型が階層レベルを追加する必
要を生み出す結果,情報の伝達の面でのロスが生じることになる｡事実,企業組
織の増大に伴って経営者と事業部長の役割は混同することになり,経営者による
コントロールが無効になるという組織ロスの発生を招いてしまった｡
これに対して, U型組織のロスを緩和するために,事業部制組織の創設が図ら
れた｡それぞれの事業部は｢ミニ企業｣の役割をもち,企業成長のための戦略の
策定と執行および具体的事業の管理はそれぞれの事業部ごとに分離され,これに
よって情報伝達の組織ロスの回避が図られた｡他方,コングロマリット組織は,
新製品や新市場の拡大のための｢規模の経済｣や｢範囲の経済｣に基づくという
よりも,既存の事業とは異なった事業への参入を目的として,事業を多角化し,
全体的な企業規模を大きくしていくという特徴をもっている｡
このようなアメリカ企業の組織革新に対して日本企業は長期取引関係を通じた
中間組織形態を形成した｡アメリカ企業の事業部制組織やコングロマリット組織
と異なって,中間組織形態は,資本や人事や技術や数量や価格などに関してさま
ざまな調整メカニズムを制度化し機能させていることを検討した｡
第6章では技能形成,あるいはより一般に能力形成の観点から,組織能力の形
成,利用の重要性について検討する｡組織能力には,経営の権限に基づく企業者
能力,戦略を執行する経営者能力,そして実際に企業行動に携わる従業員能力が
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含まれる｡
経営者能力は戦略を執行する過程の中で,企業組織の安定性を維持する能力,
戦略の実現に向けて情報収集と情報伝達の効率性を実現する能力,そして既存の
制度を変革する能力などによって構成されている｡
さらに日本企業では,このような経営者能力と,戦略の策定そのものにかかわ
る企業者能力が同一視され,この結果,経営者は戦略策定から戦略執行に至るま
で,組織行動に関わるすべての機能を担うものとなっている｡しかし,企業者能
力に固有の企業戦略の策定能力は, 90年代以降,徐々にその弱みが顕在化してき
た｡
戦後,日本企業の成長の多くは内的成長を選択してきた｡その理由としては,
生産者用役の発見,創出というメカニズムが組織内部に定着したことに加えて,
企業買収を通じた成長という外的成長の条件が不備であったという制約もあげら
れる｡
生産者用役の発見と創出は,従業員能力の形成のプロセスと密接に結び付いて
おり,それは日本おける雇用制度と関連性を有している｡この雇用制度の本質は
従業員のルーチン的能力と改善能力の向上を日常の生産的仕事の中で図る点にあ
る｡そのために昇給･昇進および長期雇用などのインセンティブの制度を構築し
た｡
以上の観察を通して本章の最後では,市場と技術の変化に伴って,内的成長に
依存した日本企業は雇用制度のジレンマに直面している点を論じる｡つまり,市
場と技術の変化に対して,日本企業は新たな生産者用役の発見と創出に頼ろうと
するのであるが,それはますます困難になっている｡と同時に,外的成長という
市場のメカニズムの利用の不備のため,組織の急速な再編成も制約されることに
なっている｡
第7章では, 70年代以降の日本企業の成長変化をもたらした環境を考察し,こ
れまで論じた枠組みの下で,環境変化の要因と企業の経営陣の能力変化との関連
性を検討する｡
90年代以降の企業の収益性は70年代後半および80年代全体と比べると低下して
きている｡この収益低下の理由は2つある｡ 1つは,高付加価値の生産構造を失
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いつつあり,このために収益の低下を招いたこと,あるいは外注の増加によって
収益の一部が外部に流出したことが考えられる｡
もう1つは,多角化事業を展開する企業は,高付加価値の生産構造と低付加価
値の組織構造を共に有することにより,企業全体としては付加価値率の低下や収
益率の低下となる可能性が高いということがある｡換言すれば,売上高成長依存
型の収益構造のために,売上高の成長の低下によって既存の収益構造の下では費
用が高く計上され,この結果,収益率が圧縮されることになる｡
また,企業収益性の低下は企業収益構造と費用構造の要因の他に, IT技術の
応用と普及という技術条件の変化,そして経済のグローバル化と資本市場の国際
的一体化という市場環境の変化もまた影響している｡
これらの状況の変化を前提とすると,経営能力の有効性は制度などの構造的な
要因だけでなく,経営陣自体の能力の面からも再考する必要がある｡経営者能力
を高めるためにも,コーポレート･ガバナンスの観点から,戦略策定と戦略執行
の役割分担とそれぞれの責任を明確化することが必要となる｡その上で経営者能
力は,企業戦略の構想および戦略の執行において独自性をもつ必要がある｡その
ためには経営者能力の行使には柔軟性が保証される必要がある｡
結びでは企業の歴史の観点から次のような結びの言葉をつけ結びとした｡これ
までの企業の歴史は,企業成長のためのそれぞれにユニークな組織や制度の構築
の成功と失敗の過程であった｡それはまた企業成長のためのそれぞれに固有の経
路を発見する過程であったということができる｡したがって,今日の日本企業に
対し悲観的な見方をもつ必要はなく,むしろこれまでの日本企業の成功に敬意を
払い,努力を続けている経営者への期待を表明することが必要のように思われる｡
論文の評価と今後の課題
以上の内容で構成した論文は,ペンローズの企業者用役･経営者用役･生産者
用役などの概念の下で,企業成長についての理論的な解釈を提示し,この観点か
ら日本企業の成長過程を分析することを目的とした｡企業成長は既存の資源から
の用役の利用や新しい資源の獲得,そして新しい用役の発見と創出に依存する｡
173
そしてそれぞれの企業成長の違いは,外的誘引と外的障害および内的誘引と内的
障害の中での戦略策定の違いから生まれることを明らかにした｡
論文では企業者用役による戦略策定の重要性を提起し,戦略策定において内的
誘引と外的誘引の相性を顕在化する点に企業成長の条件があることを提示した｡
そして企業成長にかかわる企業者用役と経営者用役そして従業員用役の役割分担
を明示し,それぞれの用役の形成が制度的要因に依存することを強調した｡経営
者用役(経営者能力)および生産者用役(従業員能力)は雇用制度やコーポレー
ト･ガバナンスの制度に依存し,他方,企業者用役(企業者能力)はこれらの制
度の変革の役割を担っている｡問題は,このような企業者用役がどのような制度
の下で機能するかについては明白に答えていないということにある｡これはいわ
ゆる企業者論と共通の課題であり,企業者用役の発見と創出,およびその過程に
おける制度の役割という問題は明示的には扱えなかった｡これはすべての企業成
長にかかわる問題であり,それは最終的に人間の理解の問題でもある｡これを私
の今後の課題としたい｡
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Ⅱ　審査報告
審査報告
審査委員
1.問題意識
本論文は,日本企業の戦後の成長過程と現在の課題を,経済学の企業理論,と
りわけ企業成長理論の古典的著作であるE.ペンローズの『社会成長の理論』に
基づき分析したものである｡戟後日本経済の驚異的な成長は周知のことであるが,
言うまでもなくその原動力は個々の日本企業の成長にあった｡しかしバブル崩壊
後,日本経済は長期不況に落ち込み,日本企業もかつてない業績低迷に落ち込ん
だ｡そして現在,日本経済はようやく長期の低迷から抜け出し,新たな成長への
模索を続けているのであるが,その成否は日本企業の成長の可能性にかかってい
る｡以上のような観点から,本論文はペンローズの｢企業成長の理論｣を現代的
に再解釈し,日本企業の戦後の成長過程の分析とともに,今後の方向を照らし出
そうとする｡かかる問題関心は,非常に有意義であることは間違いない｡
本論文の著者,孟勇君は,本学経済学部の学部ゼミおよび大学院修士課程では
正村公宏教授の指導を受け, 1999年度に修士論文『景気循環と日本の経済システ
ム』を完成させ,経済学修士の授与とともに,博士後期課程に進学した｡ 2001年
度に正村教授が定年退職されることが決まっていたため,博士後期課程進学後の
2000年度から2003年度までの4年間,鶴田俊正教授が指導を引き受けられ,その
後2003年度に鶴田教授の定年退職に伴い,私(宮本)が指導を引き受けることと
なった｡
以上のような経緯において,孟勇君の研究関心は,まずは正村教授の指導の下,
マクロ経済学の視点からの日本経済の成長と循環にあり,その後博士後期課程で
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は,鶴田教授の指導の下,ミクロ経済学の視点からの日本の産業組織と企業組織
に関心を向けるに至った｡その成果として,論文｢日本の企業システム･取引関
係の考察一長期継続的取引関係の合理性と課題｣を『専修社会科学論集』第27号
(2001年3月)に, ｢要素市場の変化と企業組織行動｣を『専修社会科学論集』第
31号(2003年3月)を公表した｡そして2003年度より私(宮本)が指導を引き受
け,前年度から始めていた博士論文の完成に全力を注ぐことを課題とした｡そこ
で,孟君の大学院進学以来の研究関心である日本経済の成長と循環,および博士
後期課程での産業組織研究に合致する対象として,企業理論の深化に絞り,ペン
ローズの企業成長理論を博士論文の核とすることにした｡ 2004年度より孟君はこ
の課題に集中的に取り組み,学位請求論文『日本企業の組織行動研究一企業成長
の組織的課題』の提出の運びとなった｡以上のような経緯を記した上で,次に本
論文の概要を述べたい｡
2.論文の概要
本論文は序章プラス7章より構成されている｡第1章｢日本企業の成長｣,第
2章｢企業成長の本質(ペンローズ理論の展開)｣,第3章｢戟略と企業成長｣,
第4章｢企業者･経営者と制度｣,第5章｢経営者用役と企業成長｣,第6章｢生
産者用役の形成と企業成長｣,第7章｢企業成長の変化と原因｣であり,まず各
章ごとの内容を紹介した上で評価を示したい｡
序章では,本論文の課題が次のように提示される｡すなわち, 90年代を通じて
日本企業は急激な環境変化に見舞われ,かつてない企業業績の悪化に落ち込んだ
のであるが,しかし他面では少なからざる企業が顕著な業績を達成している｡マ
クロ経済の極度の低迷や国内市場の成熟と停滞,中国の急速な工業化と巨大な生
産拠点の出現,そしてグローバルな市場競争の激化や技術革新の急速な展開,
等々が日本企業を取り巻く市場･技術環境としてあげられるとしても,同時にこ
れらの要因の下で,かつ同一産業や同一市場において,企業業績と企業成長に顕
著な格差が生まれるのはなぜか｡これは狭義には経営学の問題領域である｡と同
時に,経済学からの企業理論に基づくアプローチが求められる問題領域でもある｡
この間,経済学からの企業理論は日本の企業システムに関して多くの解明を行っ
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てきた｡ではこれまでの日本企業研究から,現在の日本企業の状況はどのように
説明できるのか｡日本の企業システムとして一括するのではなく,日本企業にお
ける多様化を企業理論はどのように解明するのか｡その上で日本企業の再生の可
能性はどの方向に見出されるのか｡以上のことを著者は本論文の課題とする｡
第1章では,戦後の日本企業の成長の代表例としてホンダとソニーが取り上げ
られ,それぞれの成長のプロセスが跡付けられる｡この部分は本論文全体の導入
部である.と同時に,ホンダとソニーの事例を通じて,企業成長の課題が提示され
る｡つまりホンダの事例からは,それまでのバイク企業から自動車企業へ内部資
源を転換するプロセスと,後発メーカーとして国内市場ではなくアメリカ市場に
活路を求めたプロセスが明らかにされる｡他方,ソニーの事例からは,新技術と
新製品の開発を通じて新市場を創出するプロセスが明らかにされる｡二つの事例
から著者は,企業成長のためには既存の内部資源の活用と外部環境への適応が課
題となることを提起する｡以下ではこのことが企業成長の理論として展開される｡
第2章では,ペンローズの企業理論が取り上げられ,その概念の整理と再構成
を通じて本論文のための分析枠組みが提示される｡この部分が本論文の中心であ
り,難渋なペンローズの議論が手際よくまとめられ,かつ非常に簡潔な分析枠組
みが提示される｡
まずペンローズの企業成長の理論を構成するさまざまな概念が, ｢資源(re-
sources)｣と｢用役(services)｣, ｢誘引(inducements)｣と｢障害(obstacles)｣,
｢外的(extemal)｣と｢内的(hternal)｣といった対比的な概念として提示され
る｡企業成長は,獲得した｢資源｣を成長のための｢用役｣に転換するプロセス
のことであるとされ,そのために技術革新と組織革新が不可欠になることが指摘
される｡つまり成長とは単に量的拡大のことではなく,革新に基づく質的変化に
あることが述べられる｡その上で｢用役｣には,経営戦略の策定のための｢企業
者用役｣,内部組織の編成のための｢経営者用役｣,現実の生産活動のための｢生
産者用役｣があることが指摘され,既存の資源からこれらの用役をどのように引
き出すのか,そして新たな用役をどのように形成するのか,さらに新たな資源を
どのように獲得するのかに,企業成長の課題があることが述べられる｡
次に,企業成長を制約する要因が｢障害｣,促進する要因が｢誘引｣とされ,
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それぞれが｢外的｣と｢内的｣の要因にまとめられる｡つまり,市場の成長や新
たな技術上の発見などが｢外的誘引｣,市場の成熟や縮小あるいは市場競争の激
化などが｢外的障害｣とされ,他方,利用可能な資源の不足や用役の不足が｢内
的障害｣,そして資源のうち未使用部分の存在が｢内的誘引｣としてまとめられ
る｡最後の｢未使用用役｣の概念はペンローズの企業成長理論の核心というべき
であり,技術や知識や組織の変化によって既存の資源からの用益の利用可能性は
変化する｡つまり,技術革新や組織革新によって既存の資源の中に｢未使用｣の
部分が生み出され,このことが企業成長の推進力となる｡この意味で｢未使用用
役｣を新たに生み出し,その利用を実現するプロセスが企業成長に他ならないこ
とが簡潔に述べられる｡
以上のことから著者は,企業成長のパターンとして, ｢内的誘引･外的誘引｣,
｢内的誘引･外的障害｣, ｢内的障害･外的誘引｣, ｢内的障害･外的障害｣の4つ
のタイプを区別し,ここから成長のタイプとして, ｢持続的成長｣, ｢内的多角化｣,
｢外的多角化｣, ｢事業転換｣を導出する｡企業そのものは持続的成長を目指し,
そのためには内的誘引と外的誘引の状態を生み出すことが必要となる｡前者に関
しては利用可能な資源の蓄積と用役の創出を図り,後者に関しては競争上の有利
を求め外的誘引を発見することが必要となる｡と同時に,市場と技術は不断に変
化し,この結果,外的誘引は外的障害に転化し,あるいは内的誘引は内的障害に
転化することも不可避となる｡ゆえに持続的成長のためには内的障害を克服し,
あるいは外的障害を克服することが最重要の課題となる｡このような観点から著
者は,内的誘引に基づく外的障害の克服として,内的多角化の方向があり,外的
誘引に基づく内的障害の克服として,外部多角化の方向があることを指摘する｡
前者は内部資源の利用に基づくという意味で｢内的成長｣の経路をとるのに対し
て,後者は企業買収を通じた外部資源の獲得に基づくという意味で｢外的成長｣
の経路となる｡そして内的障害と外的障害の二つの障害に直面するとき,企業は
成長経路の根本的な転換に迫られるとともに,その失敗は倒産の危機となること
が述べられる｡
第3章では,上記の枠組みに基づいて,企業の経営戦略が分析される｡競争戦
略論によれば,企業戦略は｢ポジショニング戦略｣と｢資源戦略｣に区別され,
178
前者はポーターによって,市場の競争要因から自社を守るためのポジションや自
社が有利となるポジションを発見することであるとされ,後者は個々の企業に固
有の資源を蓄積し,他社との差別化行動を通じて競争優位を確立することである
とされる｡しかし,前者にあっては市場内でのポジションの発見に重点が置かれ,
それを実現するための資源の側面は軽視されがちとなる｡同じく後者は,資源の
蓄積に重点が置かれ,それを市場の中で実現するためのポジショニングの側面は
軽視されがちとなる｡あるいは二つは単純に二者択一的な戦略とみなされ,前者
がアメリカ企業の戦略,後者が日本企業の戦略といった対比がなされることにも
なる｡
これに対して筆者は,第1章で取り上げたホンダの事例,そして前章で検討し
たペンローズの企業成長理論の枠組みから,ポジショニング戦略論と資源戦略論
は二者択一的ではなく,相互補完的な戦略であることを明らかにする｡つまり,60
年代の半ばに自動車市場に参入したホンダは,そのための用役をバイク企業で蓄
積した内部資源の転換によって生み出した｡この意味でホンダの成長は資源戦略
論の観点から説明可能となる｡さらに60年代半ばからのモータリゼーションの観
点からは,ホンダの成長は国内市場の拡大という｢外的誘引｣によってもたらさ
れたと解釈することも可能となる｡しかし著者は,当時のホンダにとって国内市
場は,トヨタや日産との競争に伍してゆくのは困難という意味で,ペンローズの
意味での｢外的障害｣に当たるものであったことを指摘する｡ゆえにホンダにと
っては,国内市場ではなく,アメリカ市場を選択するという,ポジショニング戦
略が必要であったと結論付ける｡
以上のことから著者は,ポジショニング戟略論と資源戦略論を次のようにまと
める｡すなわち,ペンローズの意味での内的誘引と外的誘引の組み合わせから持
続的成長がもたらされるとすると,企業成長のパターンが内的誘引･外的誘引か
ら内的誘引･外的障害に変化したとき,持続的成長のためには外的障害を克服し,
そのために自社に有利な外的誘引を発見するポジショニング戦略が必要となる｡
しかしこのことは内的誘引の形成という資源戦略論の行動を前提にしてのことで
あり,この意味で資源戦略論とポジショニング戦略論は補完的となる｡同じく,
企業成長のパターンが内的誘引･外的誘引から内的障害･外的誘引に変化すると
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き,持続的成長のためには内的障害を克服し,そのために新たな資源を獲得し新
たな用役を形成する資源戦略が必要となる｡ただしこのことは,同じく自社に有
利な外的機誘引の発見というポジショニング戦略論の行動を前提にしてのことで
あり,この意味でポジショニング戦略論と資源戦略論が補完的となる｡そして最
後に,企業成長のパターンが内的障害と外的障害のパターンにあるとき,既存の
ものとは異なる資源戦略とポジショニング戦略が必要となる｡要するに事業構造
の全面的な再編としてのリストラクチャリングが必要となる｡
上記の論点は非常に重要なことを明らかにする｡つまり日本企業の問題として,
しばしばポジショニング戦略の軽視や欠如が指摘される｡日本企業は内部資源の
蓄積とその用役の活用という意味で資源戦略論に基づく行動を基本としてきたた
めに,有効なポジショニングの選択に失敗し,この結果,深刻な低迷に陥ってい
ることが指摘される｡もしこのことを内的誘引と外的障害のパターンに置かれた
ものとみなすなら,第2章の観点からは,内的誘引に基づく外的障害の克服の方
向が選択されることになる｡つまり内的多角化であるが,それと同時にこの第3
章での観点からは,そのためにこそ選択と集中のためのポジショニング戦略が不
可欠であることが指摘できることになる｡あるいは内的障害と外的誘引の状態に
あるとみなすなら,第2章の観点からは外的多角化,すなわち企業買収に基づく
外的成長の方向が選択されることになる｡と同時に第3章の観点からは,資源戦
略の重要性が指摘できる｡これは矛盾した行動ではなく,企業買収によって外部
資源を導入するとしても,そのためにこそ内部資源の蓄積が重要となることを意
味している｡以上のように本論文の第2章と第3章は日本企業の現状だけではな
く,企業理論にとっては非常に重要な視点を提起する｡
第4章では,上記の経営戦略の観点から,戦略の策定主体としての企業者機能
に焦点が当てられ,かつ企業者機能とコーポレート･ガバナンスの関係が論じら
れる｡ペンローズ自身は,企業者用役と経営者用役が同一の主体に担われている
ものとして｢経営陣｣に言及するのであるが,今日コーポレート･ガバナンスの
観点からは,執行役員制の導入として,取締役会の機能としての企業者用役と執
行役会の機能としての経営者用役を分離することが提唱されている｡そこで著者
は,ペンローズの意味で企業者用役と経営者用役を同一したこれまでの日本企業
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のコーポレート･ガバナンスについて検討する｡それはステークホルダー重視の
コーポレート･ガバナンスや従業員重視のコーポレート･ガバナンスと呼ばれる
のであるが,そのメカニズムは株式の相互持合いとメインバンクによる状態依存
型ガバナンスに基づくものであり,この結果日本企業は戦略策定の企業者用役の
低下と経営規律の弛緩に陥っていることを指摘する｡
第5章では,内部組織を編成する経営者用役に焦点を当て, ｢調整とインセン
ティブ｣の問題が論じられる｡つまり,ペンローズの意味での資源の蓄積とその
用役の利用は,組織内部でそれぞれの部門や職務をどのように調整し,かつその
最終的な担い手としての従業員にどのようなインセンティブを与えるのかに依存
する｡これらの制度設計が経営者用役の機能となる｡そこで著者は,既存の企業
組織研究を精査することにより,水平的調整と垂直的調整の比較,機会主義的行
動を阻止するルールの形成,そして単一型,事業部型,コングロマリット型,中
間組織型,等々の組織形態の形成を歴史的背景にさかのぼって論じる｡その上で
日本企業の長期継続的取引関係が水平的調整の制度と内部資源の蓄積のインセン
ティブをどのように形成したのかを明らかにする｡
第6章では,生産者用役に焦点を当て,とりわけその技能形成の重要性が論じ
られる｡企業の成長は競争力に依存し,そして競争力は企業を構成する人的資源
の組織能力に依存する以上,能力構築のための制度設計が企業成長のための最重
要の課題となる｡それは前章の観点からは,能力形成のためのインセンティブを
どのように設計するのかということであり,このような観点から著者は日本企業
における雇用と賃金と昇進の制度を論じる｡その上で著者は,生産者用役として
の従業員レベルの能力形成や技能形成において日本企業は成功したのに対して,
経営者用役と企業者用役に関しては,その能力形成に必ずしも成功したとはいえ
ないことを指摘する｡そしてこの結果が, 90年代以降,経営戦略の行詰りとなっ
て現れていることを指摘する｡
最後に第7章では,これまでの分析をまとめる形で,日本企業が直面する課題
について論じられる｡ 90年代以降の日本企業の低迷は,ペンローズの視点からは,
内的障害と外的障害の問題として解釈できる｡前者に関しては内部組織の硬直化
や調整とインセンティブの制度の硬直化であり,とりわけ戦略策定に関する企業
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者用役の不足や組織能力の低下となって現れている D 後者に関しては急激な技術
革新やグローパルな市場競争の激化であり，とりわけ既存の製品の競争力の低下
や収益性の低下となって現れていることが指摘される。と同時に，本論文の最初
に提起されたように，内的障害と外的障害を克服した一部の日本企業は競争優位
と持続的成長を達成している。このような観点から著者は，内的誘引と外的障害
の状態にある企業は，外的障害の克服のためには，ポジショニング戦略の観点か
ら集中と選択を推進することが必要であり，内的障害と外的誘引の状態、にある企
業は，内的障害の克服のために，資源戦略の観点から内部組織の変革を推進する
ことが必要であることを結論とする。
3.評価
以上のように，著者はペンローズの企業成長の理論に基づき，日本企業の成長
のプロセスを跡付け，かつ日本企業の今日の課題の考察をもって本論文を終える。
ホンダとソニーという戦後の日本を代表する企業の成長のプロセスを素材に，企
業成長の理論的枠組みを構築し，この観点から日本企業の組織的特質を明示し，
かっ今日の課題を論及するという，非常にスケールの大きい研究を提示すること
に成功している D
ただし，第4章から第7章までの部分は，日本の企業システムの研究としてす
でに多くの成果が積み重ねられているo 著者の記述はこれらの成果に基づき，そ
れをベンローズの企業成長の理論から解釈し直すものであるとしても，特段に独
自な見解があるわけではない。これに対して著者の研究上の貢献は，第2章と第
3章のペンローズの企業成長の理論を精査し，その概念を援用した上で，企業成
長の分析のための枠組みを提示したことにある口その意義は文中で示したことか
ら繰り返すことは省くとしても，企業成長の分野でペンローズの理論は常に言及
はされても断片的なものにとどまり，その全体が提示されることはほとんどなか
った。それはベンローズの理論，とりわけその記述が難渋であることに尽きるの
であるが，著者はこの困難な課題に挑み，博士論文として十分に評価できる水準
においてペンローズの企業成長理論を提示したことは間違いない。
課題としては，著者が言及する日本企業の事例が主としてホンダとソニーに限
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走されている点にある｡ホンダとソニーの事例から,企業成長の課題を引き出す
点の記述は十分に評価できるとしても,ペンローズの企業成長の理論枠組みから
日本企業の成長を分析するときの事例研究としては限界があることは否めない｡
ただこの点は,著者の今後の課題であるとしたい｡著者は中国に帰って研究職に
つくことを希望しており,本論文で提示した企業成長の分析のための理論枠組み
に基づき,中国企業の成長を分析することは非常に有望かつ有意義な研究課題と
思われる｡そのためにもペンローズの企業成長理論に基づき企業成長分析のため
に理論枠組みを提示した本論文は,課程博士(経済学)を授与するにふさわしい
ことを,学位請求論文審査報告の結論としたい｡
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